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自主的紛争解決手続の最新手引書！

概要

★ADR 基本法に対応した最新版 !!

●裁判外紛争解決手続（ADR）、訴訟上の和解、訴え提起前の和解、和解に代わる決定、民事調停について、手続と問題点を実務的観点から解説。
●各種の弁論調書・和解調書・申請書・申立書・申立調書などの作成に便利な文例書式を数多く登載。
●さらに、合意後に作成する和解・調停条項の具体的な記載例を登載し、調書作成上の注意事項も説明。
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